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財産税帰着の一般均衡分析*'
- 都市部門に失業がある場合-

角 野 浩

1.はじめに

伝統的な財産税帰着の分析は,Mieszkowski〔14〕等によってNewViewとしてまとめれてい

る.Mieszkowski〔14〕は,Harberger〔8〕の法人部門と非法人部門の2部門からなる経済の
い

分析に対し,2つの地方政府からなる2地域経済を設定し分析を行っている.Mieszkowski〔14〕

のNewViewは次のように要約できるであろう.資本に対する財産税を全地域で課税する場合に

は,profiteffect(要素代替効果)が支配的となり,その平均税率に相当する部分を資本家が負担

することになる.一方,特定地域が他地域より高い税率の財産税を課税する場合には,excise

effect(需要代替効果)を通じて当該地域の移動不可能要素の所有者,つまり,労働者または土地

所有者等に税負担を転嫁し,さらに,当該地域で生産される財 ･サービスの価格上昇を通じて消

費者に転嫁されることになる.しかし,Mieszkowski以降の研究では,財産税が全地域に共通税

率で課税される場合には,資本に相対的に重い税負担をかけることがわかり,一方,各地域に選

択的な課税がなされる場合には,資本集約的な地域への財産税は,資本に相対的に重い税負担を
2)

かける可能性がある事が指摘されている.

次に,最近の租税帰着分析の展開では,経済の内部構造に視点を当てた分析が試みられている.

AtkinsonandStiglitz〔2〕,Beburia〔4〕およびMiyagiwa〔15〕等がその例で,Harrisand

Todaro〔9〕モデル (以下,HTモデルと略す)を用いて経済に余剰労働 (失業)が存在する事

を考慮した帰着分析を行っている.HTモデルは,経済が失業の存在する都市と完全雇用の農村の

2つの地域からなる状況を考え,都市では労働組合の影響や最低賃金率の制度化によって失業が

生じることをモデル化している.失業問題としては,Basu〔3〕,BhagwatiandSrinivasan〔6〕

*)本稿は平成3年 10月27日に青山学院大学に於て行われた｢日本財政学会第48回大会｣で報告したものに加

筆 ･修正したものである.学会報告に際し有益なコメントを頂いた創価大学の長谷部秀孝助教授,及び本稿の

執筆に際し御指導下さった前名古屋市立大学牛嶋正教授並びに名古屋市立大学山田雅俊教授に深く感謝申し上

げる.なお,言うまでもなく本稿における一切の誤りは筆者の責任である.

1)Aaron〔1〕,Courant〔7〕,McLure〔13〕等を参照せよ.

2) 本間 〔11〕を参照せよ.
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等が詳細な議論を行っている.また,Miyagiwa〔15〕は,失業を都市地域に特化的な現象と捉え,

都市地域の賃金率は財価格に関する明示的な賃金インデクセーションで決まるモデルを導入し
3)
た.

第3に,これまでの租税帰着の分析は,課税後の要素所得分配に対する影響のみを対象として

きたが,最近では,税収の移転支出を考慮した厚生効果を考察しようという試みがなされている.

Lin〔12〕は,2つの地方政府からなる2地域経済を想定している.そこでは,均衡予算帰着の前

提にたち各地方政府の予算規模の変更時の収入と支出の両面における分配効果を総合し,厚生効

果を検討する分析を行っている.つまり,特定地域に財産税を課税した場合には,その政府税収
4)

を域内の消費者に一括所得移転することを仮定し,最終的な所得変化を分析している.

本稿の目的は,以上のような3つの点をふまえて帰着分析を総合的に捉え,経済の特定地域に

失業が存在する状況においての財産税帰着の一般均衡分析を行い,その厚生効果を検討すること

である.第1に,Miyagiwa〔15〕では,資本と労働の2つの要素が考慮されたが,本稿では,少

なくとも1つの地域には地域間の移動が不可能な土地という第3の要素があることを仮定し,そ
5)

の状況における帰着分析を行うことである.第2に,Lin〔12〕にしたがって財産税を厚生効果に

ついても検討する.すなわち,Miyagiwa〔15〕では考慮されていないが,政府は財産税収を移転

支出することを考慮し,最終的に各消費者の厚生がどのように変化するかを検討する.第3に,

失業者に財産税収の移転支出を行う場合と失業手当を付与する場合の失業率-の影響を考察し,

さらに両者の厚生効果に与える影響を比較する.

本稿では以下の順序にしたがって議論を展開する.第2節では,本稿で用いられる第3の固定

的な要素である土地を含んだHTモデルを説明する.第3節で財産税帰着の分析を行い,第4節

で財産税の課税と失業手当の支給による失業率-の影響と両者の各消費者の厚生効果への影響が

比較 ･検討される.そして,第5節で結論および残された問題を指摘する.

2.モデル

2.1 基本仮定

本稿では次のような経済モデルを仮定する.

3) 賃金イソデク七一ショソについては,Benassy〔5〕を参照せよ.

4) 労働者を例に取れば,賃金所得に財産税の移転支出を加えて総合所得とし,課税によりその所得がどの様な

影響を受けるかを分析することになる.Henderson〔10〕も厚生効果を分析している.

5) Ha汀isandTodaro〔9〕では,都市部門に失業が生じる説明として,開発途上国の経済を想定していた.

したがって,本稿でもその議論の中で問題の所在を求め,農村部門では土地が不可欠な要素として捉えている.

しかし,先進国の経済を想定すれば,土地は都市部門に固定資産として土地を考慮すべきであるかも知れない｡

- 32-



(1)経済には2つの部門が存在し,各々,都市部門及び農業部門と呼ぶ.(Harberger〔8〕にし

たがえば前者を法人部門,後者を非法人部門と考えてもよい.)

(2)経済には,資本,労働および土鞄の3要素が存在し,各々,総供給量は一定とする.都市部

門 (法人部門)は資本と労働のみを用い,農業部門 (非法人部門)では3要素全てを用いて生
6)

産が行なわれるとする.すなわち,土地は農業部門でのみ用いられる固定要素と考える.

(3) 資本と土地は完全に雇用されると仮定する.他方,労働は失業の可能性が存在すると仮定す

る.HTモデルでは,経済には労働組合や最低賃金率の制度化等により賃金の下方硬直性がある

ことが失業が生じる要因であると考えられている.そこでは,農業部門の賃金率は競争的に決

定されるが,都市部門の賃金率は外生的に与えられるとする.また,賃金率の違いが,労働者

の農村部門から都市部門-の移住動機を生じさせ,都市部門の期待賃金率が農村部門の賃金率

と均等した時に移住はなくなるとする.また,都市部門の賃金率は,労働組合等の諸状況によ
7)

り財価格に関する明示的なインデクセーションで外生的に決定されるとする.したがって,失

業は都市部門のみに生じる部門特化的な現象として捉えることができる.

(4)HTモデルでは,労働者が失業している間は,所得を受け取らないと仮定されたが,本稿では,

Miyagiwa〔15〕で考慮されているように失業者に失業手当を付与することを仮定する.

(5) 経済は標準的な完全競争的な2部門の一般均衡モデルを考え,生産関数は1次同時な凹関数

を仮定する.また,資本と労働は部門間の移動が可能であるとし,土地は上述のように部門間

の移動が不可能とする.

(6)地方政府が,都市部門の資本財産に一括的な財産税を課すこととし,これから税収を得て,

全て部門内の住民に一括所得移転すると仮定する.この場合,政府と代表的家計の財需要に対

する選好は同一であるとし,相似拡大的な効用関数を仮定する.したがって,財需要比率には,

租税の歪みによる所得効果は生じず,相対価格のみに依存する.本稿で考慮する経済は,都市

部門の資本に財産税を課すが,初期に税率がゼロであるとし,均衡予算帰着の前提にたち,也

方政府の予算規模の変更時の収入と支出の両面の分配上の効果 (厚生効果)を陽表的に示すた

めに各代表的家計の一括所得移転後の所得と相対価格とで表される間接効用関数を考慮す
8)
る.

2.2 モデルの構造

モデルは,2つの財を生産する競争的な2部門を想定し,各々,第1財(xl)は都市部門,第2

財(x2)は農業部門で生産される.RL,I,0,M2で示される資本,労働および土地の総供給量は-

6) このような仮定は,Behuria〔4〕等が行っている.

7) Benassy〔5〕,Miyagiwa〔15〕を参照せよ.

8) 先進国経済を想定する場合には,都市部門に土地を考慮した上で,固定資産税を課すべきであるかも知れな

い.
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定を仮定するが,第1財は資本 (Kl) と労働 (L.) を投入し,第2財は資本 (K2),労働 (LZ) お

よび土地 (M2) を投入し生産が行われるが,資本と労働は部門間移動が可能な要素とし,土地は

農業部門に固定的な要素とする.

HTモデルでは,w l,W2を,各々,都市部門と農業部門の賃金率とし,初期価格を1とする時,

u)2は競争的に決定されるが,wlは外生的に決定されていた.しかし,本稿では,Miyagiwa〔15〕

にしたがい,wlは財価格による明示的なイソデクセ-ショソで決定されると考え,次のような

ルールを仮定する.

wl-F(91,92) (い

ただし,卯 まi財価格を示し,初期価格を1とし,貨幣錯覚はないものとし,関数Fは財価格に

対して一次同時を仮定する.

次に,HTモデルでは考慮されていない失業者への失業手当の付与をMiyagiwa〔15〕と同様な

仮定で考慮し,I,Luを,各々失業手当,都市部門の失業者とすれば,U-(Ll+Lu)/Llで定義
9)

され,また,Zは初期にゼロを仮定する時.都市および農業部門の賃金率との東係で表せば,wl/U

+(1-1/U)a-W2となり,Uを考慮して書き換えれば次式となる.

wl+(U-1)I-UwZ (2)

生産物市場の完全競争条件は,財価格が限界費用と等しいことを保証するから以下のような関

係式で表される.

cl(W.,rT)-bl

C2(u'2,r,m)-92-1

ただし,cl(uJl,rT),C2(W2,r,m)杏,各々,各部門の単位費用関数とし,r,mおよびtを,各々,

ネットの資本収益,土地レントおよび資本の一括財産税率とすれば,都市部門の資本財産-の課

税から,その部門の資本費用はrからr(1+i)-rTに上昇する.また,Yとmの初期価格を1,

また,tの初期税率をゼロとする.第2財の価格をニューメレールに選び,92-1とする.

都市部門は資本と労働を,また,農業部門は資本,労働及び土地を用いて生産を行う一方で,

9)(1/U),(1-1/U)は,各々,都市部門の雇用確率と失業確率を示している.
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費用は最小化されていると仮定する.ただし,資本と土地は完全に利用されているが,労働は余

剰労働,つまり,失業が生じており次のような関係が成立する.

cL.Xl+cL2x2+LU- UcLIXl+cL2x2-L｡

CKIX.+cK2x2-RL
cM2x2-M2

ただし, cz,は,j部門の単位費用関数のi要素価格に関する偏徴係数であり,その要素の投入係

数を表す.

財需給の比率はHarberger〔8〕にしたがえば,消費者の選好は同一で相似拡大的と仮定する

から,財価格のみの関数として次の均衡条件が成立する.

x./x2-H(bl) (8)

最後に,都市部門で課税された資本財産税は,その部門の資本家,労働者および失業者に一括

所得移転することが仮定されるから,各消費者の効用は次のように表される.

VK.-(r+thlr,bl)

VLl-(wl+tblr,Pl)

VLU-(I+tbUr,91)

ただし,VKl,VL.,VLUは,各々,都市部門の資本家,労働者および失業者の間接効用閑軌 ま

た,k.,bl,buを各々,都市部門の資本家,労働者および失業者-の財産税収の移転支出のシェ
10)

アとすれば,1>hl>0,1>b.>0,1>bu>0となる.

2.3 モデルの基本方程式

本小節ではモデルの基本方程式を提示する.まず,(1)の関数Fを全微分すれば,li)1-ulPl

+V252が導かれる.ただし,V,-(九･/u)i)(∂F/abi)≧0と定義され,vl+V2-1である.ただし,({)

つきの変数はその変化率を示している.この時,両部門の初期賃金率は仮定から1であり,wl-

W2-1となる.すなわち,P2-0であることに注意すれば次式となる.

10) 都市部門の資本家,労働者および失業者の財産税収の移転支出を合わせたものが総額と考えられるから,∂1
+bu+hl-1となる.

- 35-



由1-VlPl

次に(2)を全微分し,a-0で評価すれば次のようになる.

勿1+¢dz-ib2+0

ただし,め-(U-1)/uJl>0とする.

完全競争条件である(3)と(4)の全微分をすれば次式を得る.

oLliDl+OKl(r-+チ)-51

eL2由2+8K2ダ+CM27元-52-0

(10)

(ll)

ただし,Ouはj部門のi要琴の価値タームの粗分配シェアを表し,OLl+OK1-1,OL2+8K2+OM2-

1である.

(10)と(12)から次式を得る.

iDl- i(rA+チ) (14)

ili]官
ただし,E-vlOK./(1-V.Oil)とする.

要素雇用条件(5)～(7)の全微分を求めるために,単位費用の偏徴係数 cuの変化率を導びけば

次のような関係式が得られる.

cAL1--CK16LKliD.-(r-+チ)]

cAK1-0LlOLKlib.-(rA+チ)]

cAL2--0K2CZK(勿21戸)-CM26ZM(由2-戒)

cAK2-OL20lK(由21rA)IeM26iM(rA一癖)
C-M2-CL25ZM(ib2一癖)+OK26iM(戸一癖)

ー

)

)

)

)

1

2

3

4

5

一

一

一

一

1

5

5

5

5

5

1

1

1

1

1

(

(

(

(

(

ただし,CLK,6?,･(i,i-L,K,M;i+i)紘,各々,第1部門の要素代替弾力性および第2部門のi

要素とj要素の代替の偏弾力性を表し正符号を定義する.したがって,(5)～(7)の全微分は,(10),

ll) 1≧E≧0であることに注意しておこう.ただし,vl-1(-0)の時,E-1(-0)である.
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(ll),(14),(15-1)～(15-5)を用いて整理すれば次のような関係が導かれる.

UAL.X̂l+AL2X-2--g21rA+g22虎)2-g2｡病一g2｡T一g25dz

AK.XAl+)K2X̂2-galr一g32W2-g33病+g3.T

x2--g4.r一g42由2+g437兎

ただし,Al,はj部門のi要素の物理的な分配シェアを表し,U]Ll+AL2-1,AKl+AK2-1とし,gb.

紘,各々,

g21-UALllOKlOLK(1-8)+E]+AL28K2CZK>O

g22-UjLl+AL20K20三K+AL20M26三K>O

g23-AL28M26lM>0

g2｡-UnLllOK.elk(ト E)+E]>O

g25-UnLl¢>O

g3l-AKleLlCLK(11E)十AK2OL262K+AK20M20孟M>O

g,2-AK2OL26ZK>0

g33-AK28M26iM>0

g3｡-AKIOL16LK(1-i)≧O

g41-8K2CiM>O

g.2-OL262M>O

g43-0K2CiM+OL26三M>0

である.

最後に,財の需給均衡条件(8)をAtkinsonandStiglitz〔2〕等の手法にしたがい全微分を行

い,(10)と(14)を用いて書き換えれば次式となる.

x̂rX42-1651--g5(チ+チ)

12)
ただし,g5-6E/vl(vl≠0)とする.

12) u1-Oの暗,gS=CCKlである.
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本稿で考える経済は,5個の未知数と(13),(16)～(19)の5本の方程式で表され次のような体系

を得る.

OK2 0L2

g21 1g22

-g31 g32

2品

o

2L

C.J

1

oS
ん

ー

一

■⊥

1

05
ん

013

≠

･J.

i.I.

Tr.

=

(γ
(se"

(刑
〈れ

ARcq

0
-g24

g34

0
Lg5

0

-g25

0
0
0

dz

2.4分析の準備

本小節では,財産税帰着の分析をするために必要な基本定理を導くことにする.

まず,(20)のLHSの係数行列式をけlとすれば,

lJl-(g21AL2g5)A+(g31-AK2g5)B+(g.1+g5)C+OK2D

(20)

(21)

ただし,

A-OL2(g,3+g43)+OM2(g42-g32)

B-OL2(g2｡+g3｡)+OM2(g22+g42)

C-OL2(g23-g3,)+OM2(g22+g,2)

D-(g22十g32)g.3+(g22+a.2)g33-(g42Ig32)g23

である.一般的にはけlの符号を確定することはできないので,以下の分析では次のような条件

を考える.

条件 1

農村部門の要素代替の偏弾力性,Ct.(i,j-K,L,M;i+i)がほとんどゼロに近いとする.

したがって,(20)の体系は次のようになる.
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2-山

2

1

05
ん

I

I

,L

1

oS
ん

01

2
‰

o
o
o
o

2

cb3

品

0
0
0

-;

･.?

･

1･./

(γ

(紗"

(S

(れ

(RN

ただし,

g21-g24-ÛLllOK16LK(1-i)+E]≧O

g22-UALl>O

g25-UjLl¢>O

g31-g,.-AKlOLlOLK(1-E)≧O

g23=g32=g33-g41-g42-g43-0

である.

この時,次の定理を得る.

定理 1

条件 1から,lJl>Oを得る.

ただし,

lII-OM2g22lAKlg5+g31]

である.

0

-g24

g34

0

~g5

0
-g25

0

0
0

dz (20′)

(21′)

3.財産税帰着と一般均衡分析

本節では,失業の存在する経済の財産税帰着の一般均衡分析を行うこととし,3.1節で,財産税

の要素所得分配-の影響を検討し,次に3.2節で,財産税が労働者の失業率にどの様な効果を与

えるかを検討する.

3.1 財産税の所得分配効果

本小節は,都市部門に失業のある経済の財産税帰着の分析を行うこととし,財産税の要素所得
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分配への影響を検討する.

まず,財産税導入の資本 ･労働分配率および土地 ･資本分配率の変化について見ることにしよ

う.Harbergerでは資本･労働分配率の変化は,dlwL｡/(rKo)]/dTによって分析されていた.つ

まり租税負担の相対的なシェアは租税の要素所得分配の影響によって検討された.しかし,本稿

のモデルでは失業が存在し,両部門で賃金率が等しくなる保証はない.そこで,Miyagiwa〔15〕

にしたがい労働の総所得について,(LIWl+LUz+L2W2)-W2L,｡が成立する事を利用 し,
13)

dlw2L｡/(rK.)】/dTによって租税の要素所得分配への影響を見ることにしよう.また,資本･土地

分配率および労働･土地分配率の変化は,各々,dlrK./(mM2)]/dT,dlu,2L｡/(mM2)]/dTの要素

所得分配の影響で見ることができる.したがって,これらの関係式の符号は(由 2- r̂)/i,(rA

一癖)/テぉよび(勿2-7h)/fの符号と同値であるから,(20)を条件1を考慮し,a2/チ,i/テぉよ

び病/fを解くことで求めるられる.すなわち,

i:/チ--LJI一l･[CM2g22(AK.g5+g34)] (22)

由2/テニーLJL~1･[oM2((UjLlg5-g24)gal+(g34+AKlg5)g21)] (23)

hi/チ-LJl~1･[UlLleL2g31+AKleK2g22+AK.OL2g21)g5+(OK2g22+OL2g21)g,4-OL2g2｡g31](24)

である.

次に r̂/子の符号は前節の定理1が成立していれば確定することができ,次の定理を得る.

定理2

条件1のもとで,lJl>Oである時,rA/テ<Oを得る.

一般的には,条件1だけでは,ib2/Tおよび7h/子の符号は確定できないので,次のような条件を
考えよう.

条件2

都市部門の賃金率の決定に関して財価格の完全イソデクセ-ショソを仮定しよう.すなわち,

実質賃金に関するインデクセーションと考えられ,vl-1(i-1)となる.すなわち,

g31-g34-0

したがって,これらの条件を用いると次の定理を得る.

13) 証明については,Miyagiwa〔15〕を参照せよ.
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定理3

条件 1および条件2のもとで,lJr>0である時,i/テ<O,ib2/テ<0,7h/テ>Oを得る.ただし,

lJ(-)KlOM2g22g,

r7テ-1JFJl･【AKIOM2g22g5]

iD2/テニ ー JJl~1･lAKleM2g21g5]

Yh/チエlIl~1IlAKl(OK2g22+OL2g21)g5]

Ei-

lH"l
u

ー
nHI
E"■mu

21′

伍

8

m

■‖川■■川U

である.

したがって,定理3のもとで,lJl>Oである時,(22′),(23′)および(24′)を用いると次の関係を

得る.

(W2-rA)/チ-o

(r417h)/テ<o

(a2-病)/テ<O.

したがって,次の命題が成立する.

命題 1

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,財価格による完全な賃

金インデクセーションが成立しているとする.この時,都市部門の地方政府の選択的な財産税の

謀税は,土地よりも資本及び労働に対して相対的に重い税負担をかける.また,資本と労働に対

して中立的で,資本と労働に等しい税負担をかける.

この命題は,Miyagiwa〔15〕で導かれた結論の修正であり,財産税帰着のNewViewの修正

の確認である.まず,Miyagiwa〔15〕では,農村部門の土地を考慮したモデルではなく資本と労

働の要素代替に関する制約のない状況で帰着は明らかにされたが,農村部門の要素需要状況はあ

まり現実的ではなかったと考えられる.一方本稿では,第3の要素である土地を考慮したことに

より,農村部門のより硬直的な要素需要状況が明らかになり,より現実的な結果を導くことがで

きた.

本稿では,農村部門の要素需要の代替性に関して制約を加えたために,Miyagiwa〔15〕におけ

る要素集約条件は必ずしも必要としないことは,両者の結論の相違点と言えよう.
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また,Mieszkowski〔14〕の財産税帰着のNewViewの要点は,特定地域に選択的に課す財産

税は,exciseeffectが要素所得分配に影響を及ぼし,課税地域の移動不可能要素,およびその地

域の財 ･サービス価格を通じて消費者に転嫁されるとしている.しかし,本稿の結論のように限

定的な状況を仮定すれば,選択的な財産税に関しても資本に相対的に重い税負担をかけるという
14)

NewViewを修正した結論が導かれることが確認される.

さらに,本稿のモデルのように財価格による賃金インデクセーションを仮定し,農村部門の要

素代替が非常に生じにくい状況を設定した場合には,農村部門に固定的な土地に税負担を転嫁す

るルートが閉ざされ,財産税は資本と労働に中立的で,両者に丁度等しい税負担をかけることに

なり,土地の租税負担は相対的に軽減される.

3.2 財産税の失業率-の影響

本小節では,財産税の失業率-の影響を見ることにする.まず,Uの定義式(U-1+Lu/I ,1)
15)

から,失業率は,LU/L｡-(U-1)ALlで表されるから,これを全微分すれば次式となる.

Lu-JLl+lU/(Ull)]0 (25)

(25)のRHSの第2項の Uの効果について見ておこう.ここで,財産税の課税のみで,失業手当

の付与は考えないものとする.(ll)と(14)から次の関係が導かれる.

0/チ-(iDl一曲2)/チ

-i(r-/チ+1)-(由2/T) (26)

さらに,定理3およびvl-1(E-1)から,g21-g22-UnLlに注意して,(22′)と(23′)杏(26)に代入

し整理すれば次の関係を得る.

0/チ-1

したがって,次の命題が得られる.

(26′)

14) NewViewの修正は,本間 〔11〕,Lin〔12〕においても検討されている.
15) Miyagiwa〔15〕参照.(25)のRHSの第 1項は,法人部門の労働需要の変化率を表す一方で,第2項は,

失業率の変化率を反映した項と考えられる.なぜならば,失業率(Lu/L｡)は,Uの定義から,1-1/Uで書き換
えられるので,Uと正の相関を持つことになり,Uの変化率が失業率の変化率を示していることになる.

- 42-



命題2

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,財価格による完全な賃

金インデクセーションが成立しているとする.この時,都市部門の地方政府の選択的な財産税の

謀税は,都市部門の失業率を丁度財産税の増税率と等しいだけ増加させる.

Miyagiwa〔15〕では,V.-1(E-1)を仮定した完全な財価格による賃金インデクセーションの

下で,財産税が失業率を増加させるという結論を導いていた.しかし,本稿では,命題2が示す

ように,Miyagiwa〔15〕の仮定に加え,農村部門の各要素の代替条件に制約を課し,都市部門の

租税負担が農村部門に転嫁されない状況を想定し,財産税の増税率だけ失業率が増加するという

結論を導いている.

4.財産税 ･失業手当が及ぼす厚生効果

本節では,財産税収の移転支出が消費者に与える厚生効果と都市失業者への失業手当の付与が

厚生にどのような効果を与えるかについて検討する.4.1節では,税収の移転支出の厚生効果を分

析し,4.2節では,失業手当の厚生効果そして前節の分析を考慮し,税収の移転支出と失業手当の

経済に与える効果を総合的に比較 ･検討する.

4.1 財産税収の移転支出の厚生効果

本小節では,均衡予算帰着の仮定の下で財産税収の移転支出が各消費者に与える効果と,失業

手当の影響を厚生勧巣によって調べることにする.この問題を調べるためには,財産税収の移転

支出または失業手当の付与が厚生をどのように変化させるかを調べる必要がある.そこで前節の

(9-1)～(9-3)で定義したような間接効用関数を用いて,その変化について具体的に導出してゆく

ことにする.

財産税の各々の消費者への影響は,(9-1)～(9-3)をtについて微分することによって求められ
16)
る.

まず,全ての財価格および要素価格は初期に1であることに注意し,(911)をtに関して微分

し,ロワの恒等式(∂VK./891--h.YKl)を用いて整理すれば,

dVKl/dt-YKl[(r-/dt)+hl- (51/dt)]

16) 前節で仮定されているように,初期税率ゼロ(i-0)とし,失業手当の付与は考慮しない.すなわち,dz-0

の場合の財産税の課税 (dt)の分析を行うことに注意しておこう.

- 43-



となる.ただし,YKlを都市の資本家の所得の限界効用とする.

(10),(12)を用いて上式を書き換えれば次式となる.

dVK./dt-YKl[(1-hlE/V.)(戸/dt)+hl(1IE/vl)] (9-1′)

さらに,(9-2)と(9-3)を =こ関して微分し,(9-1)と同様に若干の式変形を行えば次のようにな

る.

dVLl/dt-YLl[(E/vl)(vl-bl)(1+r-/dt)+bl]

dVLU/dt-YLUlbu-bu(i/vl)(1+チ/dt)]

ただし,YLl,YLUは,各々都市部門の労働者と失業者の所得の限界効用を表す.(9-1′)～(9-3′)は,

財価格による完全な賃金インデクセーションを考え,条件2を用いると次のように書き換えられ

る.

dVKl/dt-YKl[(1-h.)(ダ/dt)]

dVL./dt-YLll(1十(戸/dt))-bl(戸/dt)】

dVLU/dt--buYLU(r̂/dt)

さらに,(22′)からr7テ(ダ/dt)<0が分かるから,財産税収の資本家への移転支出は1を超えない

という仮定から,1>h.>0であることを考慮すれば,(22)と(9-1′)および定理2,条件2から次

の命題を得る.

命題3

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,資本家の財産税収の移

転支出が1を超えず,財価格による完全な賃金インデクセーションが成立しているとする.この

時,都市部門の地方政府の選択的な財産税の課税は,資本家の厚生を引き下げる.

この命題における農村部門の要素代替に関する制約を除けば財産税紘,都市部門の資本家の資

本シェアが1を超えない下で厚生を引き下げるという結論はLin〔12〕で導かれたそれと類似して

いる.Lin〔12〕では,財産税は物品税の形で考慮されていたので,資本家の課税財のシェアが1

を超えないとされていたが,結論の本質はほとんど変わりはない.

また,Linは失業を考慮しておらず,都市部門の要素条件に関しては,資本が労働に比べ相対的

に豊富ならば資本集約的とされていたが,Miyagiwa〔15〕では,都市部門が失業を含んだ上での
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資本･労働比率を考慮し,その比率が大きい(小さい)状況を資本(労働)集約的(capital(labor)

intensity)と呼んで分析を行っていた.一方,Miyagiwa〔15〕では,資本集約的な都市部門を想

定し,部門内での要素代替が生じる状況を想定しているが,本稿のモデルは,農村部門の要素代

替が非常に生じにくい状況を想定している.また,Miyagiwa〔15〕のモデル同様に失業の生じる

要因を労働組合や賃金の下方硬直性等に求め,財価格による賃金インデクセーションでモデル化

している.そして,本稿の結論は完全な財価格によるインデクセーションが行われた場合には,

税収の一括所得移転を考慮しても資本家の厚生は下がることを導いている.

次に,(9-2′′)について,(21)の r-/dtは,資本収益の初期価格は1,さらに初期税率がゼロであ

ることから,dr/dt,すなわち,rA/子と同値であるから次の条件を考えよう.

条件3

資本家の財産税の負担増加率が増税率を超えないとする.すなわち,

lr̂/テl<1

したがって,(21)と(9-2′′)から,定理2及び条件2,3を考慮すれば次の命題を得る.

命題4

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,さらに資本家の税負担

増加率が増税率を超えず,財価格による完全な賃金イソデクセージ.ヨソが成立しているとする.

この時,都市部門の地方政府の選択的な財産税の課税は,都市労働者の厚生を引き上げる.

命題4を命題1及び命題3と比較しながら検討することは有益であろう.命題1では,資本家

と労働者は土地所有者よりも相対的に重い税負担をすること,およびその税負担は資本家と労働

者では中立的であることを述べているが,命題3では,財産税収の移転支出が行われた後でも資

本家の厚生は引き下げられることを示し,命題4では,逆に引き上げられることを示している.

このことは財産税の負担は資本家と労働者が中立的であるが,税収の移転支出が行われた後では,

資本家の租税負担の一部が労働者-再分配されたことを示している.したがって,移転支出後に

各消費者の厚生効果を比較すると,資本が労働よりも相対的に重い税負担をする事が分かる.

第三に,(22)と(9-3′′)から,定理2及び条件2を考慮すれば,都市失業者の厚生に関しては次

の命題としてまとめられる.

命題5

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,財価格による完全な賃
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金インデクセーションが成立しているとする.この時,都市部門の地方政府の選択的な財産税の

謀税は,都市失業者の厚生を引き上げる.

この命題に関しては注意が必要である.都市部門の失業者の中には,財産税の課税によって労

働者から失業者に転じてしまったものが含まれていると考えられる.その場合には,事後的に失

業者の厚生が引き上げられたとしても,労働者として働いた上で賃金を得て,政府から一括所得

移転を受けて厚生が引き上げられた場合と比較したとすれば,必ずしも厚生は引き上げられたと

は言えない可能性がある.したがって,事前及び事後を通して失業者であった者に関しては,確

実に厚生は引き上げられたといえるが,労働者から失業者に転じた者に関しては,政府からの一

括所得移転が行われなかった場合と比較して,行われた場合に厚生が引き上げられたという結論

にとどめられる.しかし,残念ながら本稿のモデルに関しては,このような2種類の失業者を区

別することはできず,失業者の厚生効果については不十分なものであるかも知れない.

4.2 失業手当の厚生効果と失業率-の影響

まず,都市失業者への失業手当の付与の効果は,(9-3)をZについて微分することによって求め
17)

られる. ､

前小節で考慮したように全ての財価格および要素価格は初期に1であることに注意し,(9-3)

をZに関して微分し,ロワの恒等式(∂VLU/891--buYLU)を用いて整理すれば次式となる.

dVLU/dz-YLUl1-bu(i/vl)(r̂/dz)] (9-3′′′)

次に,(20)を 夕/dzについて解けば,定理1が成立していればゼロであることが分かるので上式か

ら次の関係を得る.

dVLU/&-YLU>0 (9-3′′′′)

したがって,定理 1および(9-3′′′′)から次の命題を得る.

命題6

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であるとする.この時,都市部

門の失業者への失業手当の付与は,失業者の厚生を引き上げる.

17) dt-0とし,失業手当の付与と同時に財産税の課税は行わないこととする.
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この命題は,Miyagiwa〔15〕の失業手当の賃金･利潤率比-の影響を厚生効果の視点から眺め

たものである.本稿で考慮されている失業手当は,Miyagiwa〔15〕同様に具体的な財源を考慮し

ていない.したがって,金融政策において中央銀行が-リコブタ一･マネーの形で貨幣を市場に

ばらまくような状況を想定しており,具体的に租税等の税収による財源確保を考慮しておらず,

したがって,ディストーションが生じない形で財源を得て,移転支出するわけであり,失業者の

厚生は当然引き上げられる.しかし,-リコブタ一･マネーは,理論上はよく用いられる設定で
18)

はあるが,現実の政策としては考慮しにくいものであろう.

次に,失業手当の失業率への影響を見ることにしよう.まず,(ll),(14)から,チ-Oで評価す

れば次式を得る∴

0/dz-[(iD./dzト(由2/dz)]+め

-[(Ei'/dz)-(a2/dz)]+め (26′′)

(20)を定理 1,条件2を考慮し,チエOで評価するところで,i'/dz,痴2/dzで解けば次のようにな
る.

rA/dz-0

ib2/&-AK.OM2g25g,>0

したがって,(21′)から,lJl-AKIOM2g22gSを考慮すれば条件2から,ul-1(E-1)およびg21-g22

-UnL.を考慮して(26′′)を書き換えれば次式を得ることができる.

0/dz-0

したがって,次の命題を導くことができる.

命題 7

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,財価格による完全な賃

金インデクセーションが成立しているとする.この時,都市部門の失業者への失業手当の付与は,

都市部門の失業率を変化させない.

18) 財産税収の移転支出を失業手当として考えることもできる.例えは,移転支出を失業者のみに与えることを

仮定し,厚生効果を見る場合にbu-1,bl-h1-0として分析を行うことも可能であろう.
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Miyagiwa〔15〕の命題では,失業手当の付与は失業率の上昇を引き起こすことが述べられてい

るが,この命題は,農村部門の要素需要と賃金インデクセーションに限定的な状況を想定すれば,

失業率は必ずしも上昇することはないことを導いている.つまり,失業手当の財源そのものが市

場にディストーションを及ぼさない-リコブタ一･マネーの性格を持ち,また,実質値で賃金が

決まる完全インデクセーションを想定していることが,失業手当が全く市場に影響しないという

状況を可能としていると考えられる.

4.3 失業者への財産税収の移転支出と失業手当の厚生効果の比較

本小節では,失業者に対する財産税収の移転支出と失業手当の付与の効果とを比較しよう.

(9-3′′)と(9-3′′′′)を比較すれば次のような関係を得る.

ldVLU/d2)-(dVLU/dt)]-YLUl1+bU(rA/dt)】 (27)

したがって,(27)の符号の決定に際し,定理3を考慮し次のような定理を考えよう.

定理4

失業者の財産税収の分配シェアが1を超えないという仮定から,1>bu>0であること,また,

条件3から財産税の資本家の租税負担が増税率を超えないことを考慮すれば,1+bu(r7dt)>0を

得る.

したがって,(27)は定理3-4から次の命題を導く.

命題8

農村部門の各要素の代替の偏弾力性がほとんどゼロに近い状態であり,財価格による完全な賃

金インデクセーションが成立し,失業者の財産税収の分配シェアが1を超えず,資本家の租税負

担増加率が増税率を超えないとする.この時,都市部門の失業者-の財産税収の移転支出または

失業手当の付与は,後者が前者に比べ失業者の厚生をより引き上げる.

この命題は,Miyagiwa〔15〕で考慮された失業手当が賃金･利潤率比を上昇させるという結論

を厚生効果で分析した後,新たに本稿で検討した財産税収の移転支出の厚生効果を比較したもの

であるから,財産税を徴収し,それを一括所得移転するよりも,直接失業手当を付与した方が失

業者の厚生はより高められると結論付けられることになる.

したがって,4.2節の命題 7と併せて検討すれば,失業手当は財産税収を移転支出するよりも失

業者の厚生を高め,かつ失業率を上昇させないという理想的な政策と言うことができる.しかし,
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Miyagiwa〔15〕と同様に本稿のモデルにおいても失業手当の財源については具体的な仮定はなさ

れておらず,-1)コブタ一･マネーの性格を持つと考えられるから,地方政府が行政区域内から

財産税を徴収し,失業者を含め一括所得移転するというディストーションを伴う政策と比較すれ

ば,政策的に優位という結論が導かれるのはモデルの設定上からすれば当然であるかも知れない.

したがって,本稿モデ/レでは,これ以上の議論は難しく,実際の政策等に関する分析を行う場合

には,さらに厳密なモデルによる議論が用意されるべきであるかも知れない.

5.むすび

本稿では,都市部門に失業がある財産税帰着の一般均衡分析と失業率または各消費者の厚生の

変化について比較 ･検討してきた.

そこでは,伝統的なHTモデルから賃金の下方硬直性が都市部門に失業を生じさせる要因と

し,また,Miyagiwa〔15〕にしたがい都市部門の期待賃金率は財価格による賃金インデクセーショ

ンのルールで決まるとすることで都市部門に特化的な失業が生じるモデルを構築した.

一方,Liれ〔12〕,Henderson〔10〕に見られるような均衡予算帰着の前提に立ち分析を行って

いる.均衡予算帰着は,政府の予算を均衡させるという制約のもとで租税の帰着を分析するもの

である.本稿では,地方政府は域内から得た財産税収を各消費者に一括所得移転し,要素所得分

醍-の効果と各消費者の財産税収の移転支出後の厚生効果を分析した.

そして,Miyagiwa〔15〕と同様の前提で都市失業者に失業手当を与えた場合の厚生効果と政府

による財産税収の移転支出後の厚生効果とを分析し,比較･検討した.さらに,Miyagiwa〔15〕

にしたがい両者の失業率への影響を分析し,厚生効果の比較を試みた.

次に,本稿の分析から得られた結論を以下に示しておこう.

1)伝統的な財産税帰着のNewViewの結論との比較である.Mieszkowski〔14〕のNewView

の論点は,本稿モデルのような特定地域に選択的に財産税が課される場合には,exciseeffect

を通じて移動不可能要素の所有者 (労働者または土地所有者)が相対的に重い税負担をすると

いうものであった.しかし,本間 〔11〕等は,資本集約的な部門に対する課税は,資本家が相

対的に重い税負担をするという結論を導きNewViewの修正を行った.

しかし,本稿の結論にはさらに修正がみられる.本稿モデルは,資本及び労働(失業を含む)

は移動可能要素とし,土地のみを国定的な移動不可能要素とした.財産税帰着を要素所得分配

から見ると,農村部門の要素代替がほとんどなく,完全な財価格による賃金インデクセーショ

ンが成立しているならば,資本と労働が土地よりも相対的に重い税負担をするが,資本と労働

は中立的で等しい税負担をすることが分かった.

したがって,本稿モデルのような限定的な状況では,部門間移動が可能な労働が資本と同様

に相対的に重い税負担をする一方で,移動不可能な土地は税負担が軽減されるというNew
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Viewをさらに修正した結論が導かれた.また,農村部門の要素代替に制約を加えることは,令

部門の要素集約条件を課さずに結論を導くことが可能となり,これまでのNewViewの結論と

は異なった状況の分析を行っていることに注意しておくべきであろラ.

2)失業率の変化についてである.Miyagiwa〔15〕では,財産税の課税および失業者に対する失

業手当は失業率を増加することが述べられていたが,本稿では,前述のような限定的な状況を

想定するならば,失業手当は失業率を上昇させないという修正された結論が導かれている.し

かし,失業手当の効果が都市部門から農村部門に及ばないことを想定し導かれたものであるか

ら,かなり限定された状況の結論であろう.

3)財産税収の移転支出後の各消費者の厚生効果についてである.財産税を徴収した政府は,そ

の行政区域内住民に一括所得移転する.その場合,資本家は移転支出後も租税負担分の全てが

戻ってくるわけではなく厚生は引き下げられるが,労働者は資本家の租税負担の一部を移転支

出の形で受け取るために厚生が引き上げられることになる.失業者は,租税負担を行っておら

ず,移転支出分だけ厚生は引き上げられる.

したがって,財産税帰着を移転支出後で見れば,資本家が労働者 (失業者を含む)よりも相

対的に重い税負担をするという伝統的な財産税のNewViewの結論が確認されている｡

4)失業者の厚生効果を財産税収の移転支出と失業手当で比較することである.両者ともに失業

者の厚生を引き上げる方向に働くという結論を導いているが,効果の大小を比較すると,要素,

生産物および財市場にディストーションを与えない失業手当の付与が財産税収の移転支出より

も厚生は引き上げられることが分かる.しかし,本論でも述べたように失業手当は,-リコブ

タ一･マネーのようなはっきりしない財源を想定しているので,本稿モデルは効果の大小関係

を比較するには十分ではなく,これからの研究課題である.

最後に残された問題を指摘しておく.第1に,本稿では,Harrisand Todaro〔9〕および

Miyagiwa〔15〕と同様に開発途上国的な経済モデルを想定してきた.しかし,先進国を想定する

時,本稿モデルに新たな視点が現れてくる.その一つが固定要素の土地の取扱いであり,先進国

を想定するならば都市部門の固定資産としてモデル化した方が稔りある結論が得られるかも知れ

ない.第2に,帰着結果導出に際しては,農村部門の要素代替がほとんど生じないことを仮定し

たが,モデルで都市部門に失業が生じやすいことを想定しているとすれば,都市部門の要素代替

が生じにくい状況を仮定した方が興味ある関係が導かれるかも知れない.第3に,財産税の課税

にともなって,失業率が上昇することが導かれているが,新たに労働者から失業者になった者の

元々の失業者に占める割合等ほ,本稿モデルでは明示的に示すことはできず,失業者の厚生効果

を分析するには不完全であった.これは改善すべき重要な問題点であり,今後に残された課題と

しておきたい.第4に,本稿モデルでは,上述したように失業手当に関して具体的な財源を考え

ておらず,結論が不十分なものとなった.しかし,本稿で扱った財産税収の移転支出を何等かの

仮定を設け失業手当と考えるならば,新たな次元の洞察を付け加えることが可能となろう.
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